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● 国立研究開発法人情報通信研究機構有期雇用職員（長時間）等給与規程 

（平成１８年３月２８日 ０５規程第７０号） 

改正 平成１９年 ３月２０日 ０６規程第 ３３号 

改正 平成２０年 ４月 １日 ０８規程第  ２号 

改正 平成２１年 ５月１９日 ０９規程第  ３号 

改正 平成２２年 ２月１６日 ０９規程第 ２８号 

改正 平成２２年 ３月１６日 ０９規程第 ３３号 

改正 平成２３年 １月２５日 １０規程第 １５号 
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改正 平成２３年１０月１８日 １１規程第 ２９号 

改正 平成２４年 ９月２５日 １２規程第 ２４号 

改正 平成２４年１１月２０日 １２規程第 ３２号 

改正 平成２６年 ３月２０日 １３規程第 ３７号 

改正 平成２６年 ９月 ２日 １４規程第 ２４号 

改正 平成２６年１１月２７日 １４規程第 ３９号 

改正 平成２７年 ３月 ６日 １４規程第 ５０号 

改正 平成２７年１２月 ８日 １５規程第 ２６号 

改正 平成２８年 ２月２３日 １５規程第 ３７号 

改正 平成２８年 ３月２９日 １５規程第１１９号 

改正 平成２８年１２月 ６日 １６規程第 １６号 

改正 平成２９年 １月１７日 １６規程第 ３９号 

改正 平成２９年 ３月２８日 １６規程第 ６５号 

改正 平成２９年 ３月３１日 １６規程第 ８７号 

改正 平成２９年１２月２６日 １７規程第 ２７号 

改正  平成３０年１２月２５日  １８規程第  １８号 

改正  令和  元年１２月２７日  １９規程第  １８号 

改正  令和  ２年 ３月３１日  １９規程第  ３６号 

           改正 令和 ３年 ２月２４日 ２０規程第 １５号 

改正 令和 ３年 ３月３０日 ２０規程第 ８６号 

改正 令和 ４年 ３月１６日 ２１規程第 ４０号 

改正 令和 ４年 ５月２６日 ２２規程第  ３号 

改正 令和 ４年１２月１３日 ２２規程第 １６号 
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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、国立研究開発法人情報通信研究機構有期雇用職員就業規則（０５規

程第７５号。以下「有期雇用職員就業規則」という。）第２７条及び国立研究開発法人

情報通信研究機構無期雇用職員就業規則（１５規程第２２号。以下「無期雇用職員就業

規則」という。）第３５条の規定により、有期雇用職員就業規則第３条第１項に規定す

る有期雇用職員及び無期雇用職員就業規則第３条第１項に規定する無期雇用職員のうち、

次の各号に該当する者（以下「職員」と総称する。）の給与に関する事項を定めること

を目的とする。 

一 有期雇用職員就業規則第３条第１項第１号、第５号及び第９号に規定する有期研究

員、有期研究技術員及び有期一般職（以下それぞれ「有期研究員」、「有期研究技術

員」及び「有期一般職」という。） 

二 無期雇用職員就業規則第３条第１項第１号、第３号及び第５号に規定する無期研究

員、無期研究技術員及び無期一般職（以下それぞれ「無期研究員」、「無期研究技術

員」及び「無期一般職」という。） 

三 有期雇用職員就業規則第３条第１項第４号に規定する特別招へい研究員のうち、雇

用契約期間が２か月を超え、かつ、雇用契約において本給が月額で定められているも

の 

四 有期雇用職員就業規則第３条第１項第１２号に規定する嘱託（以下「嘱託」とい

う。）のうち、１週間の所定労働時間が２８時間以上、かつ、雇用契約期間が２か月

を超えるもの 

（給与の支払い） 

第２条 この規程に基づく職員の給与は、法令等に定めるところにより、職員の給与から

控除すべき金額を控除し、その残額を通貨をもって直接その職員に支給する。 

２ いかなる給与も、この規程に基づかずに職員に対し支給しない。 

３ 国立研究開発法人情報通信研究機構（以下「機構」という。）の業務について生じた

実費の弁償は、給与には含まれない。 

４ 職員が職を兼ねる場合は、これに対し給与を重複して支給しない。 

５ 第１項の規定にかかわらず、職員が給与の全部又は一部につきその者の自己の預貯金

口座への振込みを申し出た場合には、その方法によって給与を支給することができる。 

（給与の構成等） 

第３条 職員の給与は、本給及び諸手当とする。 

２ 本給は、月額として定める。 

３ 第１項の諸手当は、職責手当、扶養手当、住居手当、通勤手当、テレワーク手当、単

身赴任手当、資格手当、研究員特別手当、特殊勤務手当、超過勤務手当、深夜労働手当、

在勤手当、裁量労働調整額、業績手当、報奨金及び一時金とする。 
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４ 本邦外に置かれる事業所に勤務する職員（第８条第５項において「在外職員」とい

う。）には、前項に規定する諸手当のうち、扶養手当、超過勤務手当、深夜労働手当、

在勤手当、業績手当、報奨金及び一時金以外の手当は支給しない。 

（給与の支給定日及び支給方法） 

第４条 給与（業績手当、報奨金及び一時金を除く。）の支給定日は、毎月１回、その月

の１６日とし、その月の月額の全額を支給する。１６日が土曜日、日曜日又は国民の祝

日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に定める休日（以下この項において「休

日」と総称する。）に当たるときは１５日（その日が休日に当たるときは１７日以後の

最初の休日でない日）とする。ただし、労働基準法（昭和２２年法律第４９号。以下「

労基法」という。）第２５条による非常の場合には、月の１日から１５日まで及び月の

１６日から末日までの各期間内の日に、その月の月額の半額ずつを支給することができ

る。 

２ 前項の支給定日に支給する給与は、当月分の本給、職責手当、扶養手当、住居手当、

単身赴任手当、資格手当、研究員特別手当及び裁量労働調整額並びに前月分の通勤手当

（第１１条第４項を適用する場合を除く。）、テレワーク手当、特殊勤務手当、超過勤

務手当及び深夜労働手当とする。 

３ 新たに職員となった者には、その日から当該月の末日までの分の給与を、新たに職員

となった日がその月の支給定日より前の日である場合には原則としてその月の支給定日

に、新たに職員になった日がその月の支給定日より後の日である場合には当該新たに職

員になった日の翌月の支給定日に支給する。 

４ 職員が退職したときは、その日までの給与を退職の日以後の最も近い支給定日に支給

する。 

５ 職員が死亡したときは、その月までの給与を死亡の日以後の最も近い支給定日に支給

する。 

６ 第３項又は第４項の規定により給与を支給する場合であって、月若しくは第１項ただ

し書に規定する各期間（以下この項において「期間」という。）の初日からの分につい

て支給するとき以外のとき又はその期間の末日までの分について支給するとき以外のと

きは、その本給、職責手当及び裁量労働調整額は、その期間の日数から国立研究開発法

人情報通信研究機構有期雇用職員（長時間）労働時間、休憩、休日及び休暇規程（０５

規程第７７号。以下「労働時間規程」という。）第１３条又は国立研究開発法人情報通

信研究機構パーマネント職員等労働時間、休憩、休日及び休暇規程（０５規程第７６号。

以下、「パーマネント職員等労働時間規程」という。）第１４条に規定する所定休日の

日数を差し引いた日数を基礎として日割りによって計算する。 

７ 職員が出産、疾病、災害その他の労基法第２５条の厚生労働省令で定める非常の場合

の費用に充てるため給与を請求したときは、その請求の日までの給与を前項に規定する

日割計算により支給する。 

８ 前２項の規定により算出した各手当の日割額に１円未満の端数が生じた場合は、それ

ぞれこれを切り上げたものを各手当の額とする。 

 

第２章 本給 
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（本給表） 

第５条 本給は、次の各号に掲げる本給表のとおりとし、それぞれ当該各号に定める職員

に適用するものとする。ただし、職員のうち、１週間当たりの所定労働時間が３７時間

３０分に満たない者の本給は、それぞれの別表に定める額を３７．５で除して得た額に、

当該職員の１週間当たりの所定労働時間数を乗じて得た額を支給する。 

一 有期研究員本給表（別表第１） 有期研究員及び無期研究員 

二 有期研究技術員本給表（別表第２） 有期研究技術員及び無期研究技術員 

三 有期一般職本給表（別表第３） 有期一般職及び無期一般職 

四 嘱託本給表（別表第４） 嘱託 

２ 職員の号給は、その職務の複雑、困難及び責任の度合等に基づき、別に定めるところ

により決定する。 

（有期研究員の昇給） 

第５条の２ 理事長は、勤務成績が特に優秀であった有期研究員を、当該職員の雇用契約

に定める号給の上位の号給とすることができる。 

２ 前項の規定の適用に際し、必要な事項は別に定める。 

（本給表によらない本給の決定） 

第６条 第１条第２号に掲げる特別招へい研究員については、その職務の複雑、困難及び

責任の度合に基づき、個別に本給を決定する。 

 

第３章 手当等 

（職責手当） 

第７条 職責手当は、職務の責任の度合に応じた手当として、職名の区分により別表第５

に定める額を支給する。ただし、職員のうち、１週間当たりの所定労働時間が３７時間

３０分に満たない者の職責手当は、別表第５に定める額を３７．５で除して得た額に、

当該職員の１週間当たりの所定労働時間数を乗じて得た額を支給する。 

２ 前項の規定により算出した職責手当の額に１円未満の端数が生じた場合は、これを切

り上げたものを職責手当の額とする。 

３ 職員が、休暇、欠勤その他の事由により、月の初日から末日までの期間の全日数にわ

たって勤務しないこととなるときは、その月の職責手当は、支給しない。 

４ 職員が兼務等により複数の職責区分を有する場合は、その職責区分が最上位となる区

分の職責手当を支給する。 

５ 一の職名の区分に対応する職責区分が複数存在する場合は、その者に置かれる職務の

責任の度合いに応じて、個別に決定する。 

６ 国家公務員等（国立研究開発法人情報通信研究機構パーマネント職員退職手当規程

（０５規程第７３号）第１５条に規定する国家公務員等をいう。以下この項において同

じ。）が国等の機関の要請に応じて引き続いて職員となるため退職し、かつ、引き続い

て職員となった場合又は国家公務員等がその身分を保有したまま引き続いて職員となっ

た場合におけるその者に対する職責手当の額は、第１項の規定にかかわらず、別表第５

の職責区分が０－２種に該当する者にあっては、１５０，０００円と、Ⅰ種に該当する

者にあっては１４０，０００円と、Ⅱ種に該当する者にあっては１３５，０００円と、
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Ⅲ種に該当する者にあっては１２５，０００円とする。 

（扶養手当） 

第８条 扶養手当は、扶養親族のある職員に対して支給する。 

２ 扶養手当の支給については、次の各号に掲げる者で他に生計の途がなく主としてその

職員の扶養を受けているものを扶養親族とする。 

一 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。） 

二 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子 

三 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある孫 

四 満６０歳以上の父母及び祖父母 

五 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある弟妹 

六 重度心身障害者（心身の障害の程度が終身労務に服することができない程度である

者） 

３ 扶養手当の月額は、扶養親族たる配偶者、父母等については１人につき６，５００円

（有期研究員本給表又は有期研究技術員本給表の適用を受ける職員でその号給が１３号

給以上であるものにあっては、３，５００円）、前項第２号に該当する扶養親族（以下

「扶養親族たる子」という。）については１人につき１０，０００円とする。 

４ 前項の規定にかかわらず、扶養親族たる子のうちに満１５歳に達する日以後の最初の

４月１日から満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間（以下この条及び次

条において「特定期間」という。）にある子がいる場合における扶養手当の月額は、５，

０００円に特定期間にある当該扶養親族たる子の数を乗じて得た額を前項の規定による

額に加算した額とする。 

５ 在勤手当の支給を受ける在外職員の当該在勤手当のうちに配偶者に係るものがあると

きは、配偶者に係る扶養手当は支給しない。 

（扶養手当の変更） 

第９条 新たに職員となった者に扶養親族がある場合又は職員に次の各号のいずれかに掲

げる事実が生じた場合においては、その職員は、直ちにその旨を理事長に届け出なけれ

ばならない。 

一 新たに扶養親族たる要件を具備するに至った者がある場合 

二 扶養親族たる要件を欠くに至った者がある場合（扶養親族たる子又は前条第２項第

３号若しくは第５号に該当する扶養親族が、満２２歳に達した日以後の最初の３月３

１日の経過により、扶養親族たる要件を欠くに至った場合を除く。） 

２ 扶養手当の支給は、新たに職員となった者に扶養親族がある場合においてはその者が

職員となった日、職員に扶養親族で同項の規定による届出に係るものがない場合におい

てその職員に同項第１号に掲げる事実が生じたときはその事実が生じた日の属する月の

翌月（これらの日が月の初日であるときはその日の属する月）から開始し、扶養手当を

受けている職員が退職し、又は死亡した場合においては当該職員が退職し、又は死亡し

た日、扶養手当を受けている職員の扶養親族で同項の規定による届出に係るものの全て

が扶養親族たる要件を欠くに至った場合においてはその事実が生じた日の属する月（こ

れらの日が月の初日であるときはその日の属する月の前月）をもって終わる。ただし、

扶養手当の支給の開始については、同項の規定による届出が、これに係る事実の生じた
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日から１５日を経過した後にされたときは、その届出を受理した日の属する月の翌月（

その日が月の初日であるときはその日の属する月）から行うものとする。 

３ 扶養手当は、次の各号のいずれかに掲げる事実が生じた場合においては、その事実が

生じた日の属する月の翌月（これらの日が月の初日であるときはその日の属する月）か

らその支給額を改定する。前項ただし書の規定は、第１号又は第３号に掲げる事実が生

じた場合における扶養手当の支給額の改定について準用する。 

一 扶養手当を受けている職員に更に第１項第１号に掲げる事実が生じた場合 

二 扶養手当を受けている職員の扶養親族で第１項の規定による届出に係るものの一部

が扶養親族たる要件を欠くに至った場合 

三 職員の扶養親族たる子で第１項の規定による届出に係るもののうち特定期間にある

子でなかった者が特定期間にある子となった場合 

（住居手当） 

第１０条 住居手当は、自ら居住するため住宅（貸間を含む。）を借り受け、月額１６，

０００円を超える家賃（使用料を含む。以下同じ。）を支払っている職員（国家公務員

宿舎法（昭和２４年法律第１１７号。以下「宿舎法」という。）第１３条の規定による

有料宿舎を貸与され、使用料を支払っている職員その他細則に定める職員を除く。）に

支給する。 

２ 住居手当の月額は、次に掲げる額とし、その額に１００円未満の端数を生じたときは

これを切り捨てた額とする。 

一 月額２７，０００円以下の家賃を支払っている職員 家賃の月額から１６，０００

円を控除した額 

二 月額２７，０００円を超える家賃を支払っている職員 家賃の月額から２７，００

０円を控除した額の２分の１（その控除した額の２分の１が１７，０００円を超える

ときは、１７，０００円）を１１，０００円に加算した額 

（通勤手当） 

第１１条 通勤手当は、次の各号に掲げる職員に対し当該職員の雇用契約に定められた１

週間当たりの所定労働日数（以下「１週間あたりの所定労働日数」という。）に応じて

支給する。 

一 通勤のため交通機関（鉄道、軌道、一般乗合旅客自動車その他これらに類する施設

で運賃を徴して交通の用に供するもの）又は有料の道路（以下「交通機関等」とい

う。）を利用してその運賃又は料金（以下「運賃等」という。）を負担することを常

例とする職員（交通機関等を利用しなければ通勤することが著しく困難である職員以

外の職員であって交通機関等を利用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通

勤距離が片道２キロメートル未満であるもの及び第３号に掲げる職員を除く。） 

二 通勤のため自動車その他の交通の用具で細則に定めるもの（以下「自動車等」とい

う。）を使用することを常例とする職員（自動車等を使用しなければ通勤することが

著しく困難である職員以外の職員であって自動車等を使用しないで徒歩により通勤す

るものとした場合の通勤距離が片道２キロメートル未満であるもの及び次号に掲げる

職員を除く。） 

三 通勤のため交通機関等を利用してその運賃等を負担し、かつ、自動車等を使用する
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ことを常例とする職員（交通機関等を利用し、又は自動車等を使用しなければ通勤す

ることが著しく困難である職員以外の職員であって、交通機関等を利用せず、かつ、

自動車等を使用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道２キロ

メートル未満であるものを除く。） 

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額

とする。 

一 前項第１号に掲げる職員 通勤手当の支給の単位となる期間として６か月を超えな

い範囲内で１か月を単位として細則に定める期間（以下「支給単位期間」という。）

につき、細則に定めるところにより算出したその者の支給単位期間の通勤に要する運

賃等の額に相当する額（以下「運賃等相当額」という。）。ただし、運賃等相当額を

支給単位期間の月数で除して得た額（以下「１か月当たりの運賃等相当額」という。）

が５５，０００円を超えるときは、支給単位期間につき５５，０００円に支給単位期

間の月数を乗じて得た額（その者が２以上の交通機関等を利用するものとして当該運

賃等の額を算出する場合において、１か月当たりの運賃等相当額の合計額が５５，０

００円を超えるときは、その者の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単

位期間につき、５５，０００円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額） 

二 国立研究開発法人情報通信研究機構テレワーク規程（１１規程第２５号。以下「テ

レワーク規程」という。）第３条第１項の許可を受けていない職員（以下「非テレワ

ーク職員」という。）のうち前項第２号に掲げる職員 自動車等の使用距離（別表第

６において「使用距離」という。）及び１週間当たりの所定労働日数の区分により、

別表第６に定める額 

二の２ テレワーク規程第３条第１項の許可を受けた職員（以下「テレワーク職員」と

いう。）のうち前項第２号に掲げる職員 自動車等の使用距離（別表第６において「

使用距離」という。）及び１週間当たりの所定労働日数の区分により、別表第６に掲

げる職員の区分に定める額を２１（１週間当たりの所定労働日数の区分が４日の場合

は１７）で除して得た額に支給単位期間に通勤した日数を乗じた額（１円未満の端数

が生じた場合はこれを切り捨てた額）で、かつそれぞれ別表第６に定める額を超えな

い額 

三 前項第３号に掲げる職員 交通機関等を利用せず、かつ、自動車等を使用しないで

徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離、交通機関等の利用距離、自動車等の

使用距離等の事情を考慮して細則に定める区分に応じ、第１号及び第２号又は第１号

及び第２号の２に定める額の合計額（１か月当たりの運賃等相当額及び前２号に定め

る額の合計額が５５，０００円を超えるときは、その者の通勤手当に係る支給単位期

間のうち最も長い支給単位期間につき、５５，０００円に当該支給単位期間の月数を

乗じて得た額） 

３ 勤務場所を異にする異動又は在勤する勤務場所の移転に伴い、所在する地域を異にす

る勤務場所に在勤することとなったことにより、通勤の実情に変更を生ずることとなっ

た職員で細則に定めるもののうち、第１項第１号又は第３号に掲げる職員で、当該異動

又は勤務場所の移転の直前の住居（当該住居に相当するものとして細則に定める住居を

含む。）からの通勤のため、新幹線鉄道等の特別急行列車、高速自動車国道その他の交
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通機関等（以下「新幹線鉄道等」という。）でその利用が細則に定める基準に照らして

通勤事情の改善に相当程度資するものであると認められるものを利用し、その利用に係

る特別料金等（その利用に係る運賃等の額から運賃等相当額の算出の基礎となる運賃等

に相当する額を減じた額をいう。以下同じ。）を負担することを常例とするものの通勤

手当の額は、前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる通勤手当の区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める額とする。ただし、通勤事情の実態等に照らして、理事長が特に

必要であると認めた場合においては、次の各号と異なる取扱いをすることができる。 

一 新幹線鉄道等に係る通勤手当 支給単位期間につき、細則に定めるところにより算

出したその者の支給単位期間の通勤に要する特別料金等の額の２分の１に相当する額。

ただし、当該額を支給単位期間の月数で除して得た額（以下「１か月当たりの特別料

金等２分の１相当額」という。）が２０，０００円を超えるときは、支給単位期間に

つき、２０，０００円に支給単位期間の月数を乗じて得た額（その者が２以上の新幹

線鉄道等を利用するものとして当該特別料金等の額を算出する場合において、１か月

当たりの特別料金等２分の１相当額の合計額が２０，０００円を超えるときは、その

者の新幹線鉄道等に係る通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間に

つき、２０，０００円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額） 

二 前号に掲げる通勤手当以外の通勤手当 前項の規定による額 

４ 通勤手当は、支給単位期間（細則に定める通勤手当にあっては、細則に定める期間）

に係る最初の月の翌月の細則に定める日に支給する。 

５ 通勤手当を支給される職員につき、退職その他細則に定める事由が生じた場合には、

当該職員に、支給単位期間のうちこれらの事由が生じた後の期間を考慮して細則に定め

る額を返納させるものとする。 

６ 前各項に規定するもののほか、通勤の実情の変更に伴う支給額の改定その他通勤手当

の支給及び返納に関し必要な事項は細則に定める。 

７ 通勤手当を支給される職員につき、月の初日に新たに採用された職員（テレワーク規

程第３条第１項の許可を受け、採用された月の末日までの期間のいずれかの日をテレワ

ーク開始日とされた職員に限る。）は採用された日からテレワーク開始日前日までの期

間は本規程においてはテレワーク職員とみなす。新たに通勤手当を支給される職員又は

通勤手当の支給を受けている職員につき、月の初日に主たる業務について異動が生じた

第１条第１項第２号に規定する職員（テレワーク規程第３条第１項の許可を受け、異動

した月の末日までの期間のいずれかの日をテレワーク開始日とされた職員に限る。）に

ついても同様とする。 

（テレワーク手当） 

第１１条の２ テレワーク手当は、テレワーク規程第３条第１項の許可を受けテレワーク

を行っている職員に支給する。 

２ テレワーク手当の額はテレワークを行った日（１日の労働時間の一部について在勤す

る勤務場所にて勤務を行った日を除く。）１日につき、２００円とする。 

３ テレワーク手当の額は１か月につき、１週間当たりの所定労働日数が５日の者は２１、

４日の者は１７から同一月で出勤した日数を控除した数に２００円を乗じて得た額を上

限とする。 
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４ テレワーク手当は、通勤手当の支給を受けている職員がテレワーク規程第３条第１項

の許可を受け、非テレワーク職員からテレワーク職員へ変更された場合は、許可を受け

たテレワーク開始日の属する月の翌月分（その日が月の初日であるときは、その日の属

する月分）から支給する。 

（単身赴任手当） 

第１１条の３ 在勤場所を異にする異動又は在勤する勤務場所の移転に伴い、住居を移転

し、父母の疾病その他の細則に定めるやむを得ない事情により、同居していた配偶者と

別居することとなった職員（嘱託（定年退職日（国立研究開発法人情報通信研究機構パ

ーマネント職員就業規則（０５規程第７４号。以下「パーマネント職員就業規則」とい

う。）第１条に規定するパーマネント職員（以下「パーマネント職員」という。）であ

った者にあってはパーマネント職員就業規則第４８条の規定により退職した日、無期雇

用職員就業規則第１条に規定する無期雇用職員であった者にあっては無期雇用職員就業

規則第４７条に規定する日をいう。）の翌日におけるものに限る。）に限る。以下本項

及び事項において同じ。）で、当該異動又は勤務場所の移転の直前の住居から当該異動

又は勤務場所の移転の直後に在勤する勤務場所に通勤することが通勤距離等を考慮して

細則に定める基準に照らして困難であると認められるもののうち、単身で生活すること

を常況とする職員には、単身赴任手当を支給する。ただし、配偶者の住居から在勤する

勤務場所に通勤することが、通勤距離等を考慮して細則に定める基準に照らして困難で

あると認められない場合は、この限りでない。 

２ 単身赴任手当の月額は、３０，０００円（細則に定めるところにより算定した職員の

住居と配偶者の住居との間の交通距離（以下単に「交通距離」という。）が細則に定め

る距離以上である職員にあっては、その額に、７０，０００円を超えない範囲内で交通

距離の区分に応じて細則に定める額を加算した額）とする。 

３ 国立研究開発法人パーマネント職員給与規程（０５規程６９号）第１５条の規定に基

づく単身赴任手当の支給を受けていた者が引き続き嘱託として採用され、父母の疾病そ

の他の細則に定めるやむを得ない事情により、引き続き配偶者と別居し、在勤する勤務

場所に通勤することが通勤距離等を考慮して細則に定める基準に照らして困難であると

認められるもののうち、単身で生活することを常況とする場合には、前２項の規定に準

じて単身赴任手当を支給する。 

（資格手当） 

第１２条 資格手当は、法令等により機構として選任を義務付けられている者として満た

すべき資格を有する職員であって、当該職員を選任した場合には、細則に定めるところ

により支給する。 

（研究員特別手当） 

第１２条の２ 研究員特別手当は、国立研究開発法人情報通信研究機構特定研究開発課題

に関する規程第４条第１項及び同条第３項で特定研究員又は特定研究技術員に指定され

た場合に、次の区分により定める額を支給する。 

区  分 支 給 額 

Ｓ３ 種 １，５００，０００円 
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Ｓ２ 種 １，０００，０００円 

Ｓ１ 種 ７５０，０００円 

Ａ  種 ５００，０００円 

Ｂ  種 ４００，０００円 

Ｃ  種 ３００，０００円 

Ｄ  種 ２００，０００円 

Ｅ  種 １００，０００円 

Ｆ  種 ５０，０００円 

２ 職員が、休暇、欠勤その他の事由により、月の初日から末日までの期間の全日数にわ

たって勤務しないこととなるときは、その月の研究員特別手当は支給しない。 

３ 月の初日からの分について支給するとき以外のとき又は月の末日までの分について支

給するとき以外のときは、その日数から労働時間規程第１３条又はパーマネント職員等

労働時間規程第１４条に規定する所定休日の日数を差し引いた日数を基礎として日割り

によって計算する。 

４ 前項の規定により算出した手当の日割額に１円未満の端数が生じた場合は、これを切

り上げたものを研究員特別手当の額とする。 

（特殊勤務手当） 

第１３条 著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務その他の著しく特殊な勤務で、給与

上特別の考慮を必要とし、かつ、その特殊性を本給で考慮することが適当でないと認め

られるものに従事する職員には、その勤務の特殊性に応じて細則に定める特殊勤務手当

を支給する。 

（超過勤務手当） 

第１４条 超過勤務手当は、労働時間規程第３条又はパーマネント職員等労働時間規程第

３条に規定する所定労働時間（労働時間規程第７条又はパーマネント職員等労働時間規

程第７条に規定するフレックスタイム職員にあっては、労働時間規程第８条又はパーマ

ネント職員等労働時間規程第８条に規定する清算期間における総労働時間）を超えて労

働した全時間について、労働１時間につき、第１６条に規定する労働１時間当たりの給

与額に次の各号に掲げる労働の区分に応じてそれぞれ当該各号に定める割合（午後１０

時から午前５時までの間の労働については、深夜割増として更に１００分の２５を加算

した割合）を乗じて得た額を支給する。 

一 労働時間規程第１４条第１項若しくは第１５条第１項又はパーマネント職員等労働

時間規程第１５条第１項若しくは第１６条第１項に規定する時間外労働 １００分の

１２５ 

二 労働時間規程第１３条第１項第２号、第３号、第６号及び第７号に掲げる日（労働

時間規程第１６条第１項（同規程同条第４項において読み替えて準用する場合を含

む。）の規定により休日の振替が行われた場合における当該休日を除き、振り替えら

れた日を含む。）又はパーマネント職員等労働時間規程第１４条第１項第２号、第３

号及び第６号に掲げる日（パーマネント職員等労働時間規程第１７条第１項（同条第

４項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定により休日の振替が行われた
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場合における当該休日を除き、振り替えられた日を含む。）における労働 １００分

の１２５ 

三 労働時間規程第１３条第１項第１号、第４号及び第５号に掲げる日（労働時間規程

第１６条第１項（同条第４項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定によ

り休日の振替が行われた場合における当該休日を除き、振り替えられた日を含む。）

又はパーマネント職員等労働時間規程第１４条第１項第１号、第４号及び第５号に掲

げる日（パーマネント職員等労働時間規程第１７条第１項（同条第４項において読み

替えて準用する場合を含む。）の規定により休日の振替が行われた場合における当該

休日を除き、振り替えられた日を含む。）における労働 １００分の１３５ 

２ 一の月における前項各号の労働時間（労働時間規程第１３条第１項第１号に掲げる日

又はパーマネント職員等労働時間規程第１４条第１項第１号に掲げる日における労働に

係る時間を除く。）の合計が６０時間を超えるものであるときは、当該超える時間１時

間につき、労働１時間当たりの給与額に１００分の２５を乗じて得た額を前項の規定に

より支給する額に加算して支給する。 

（裁量労働制の適用者の休日労働及び深夜労働に係る超過勤務手当） 

第１４条の２ 裁量労働制の適用者が所定休日（労働時間規程第１６条第１項又はパーマ

ネント職員等労働時間規程第１７条第１項の規定により休日の振替が行われた場合にお

ける当該休日を除き、振り替えられて休日とされた日を含む。）に労働した場合は、超

過勤務手当として、労働１時間当たりの給与額に前条第１項第２号又は第３号に規定す

る割合（深夜の労働については、深夜割増しとして更に１００分の２５を加算した割合）

を乗じて得た額を支給する。 

２ 裁量労働制の適用者が所定労働日（労働時間規程第１６条第１項又はパーマネント職

員等労働時間規程第１７条第１項の規定により休日の振替が行われた場合における当該

休日を含む。）において深夜に労働した場合は、超過勤務手当として、その深夜の時間

につき労働１時間当たりの給与額に１００分の２５を乗じて得た額を支給する。 

（深夜労働手当） 

第１５条 管理監督職員が午後１０時から午前５時までの時間帯において労働した場合は、

その全時間について、労働１時間につき、次条に規定する労働１時間当たりの給与額に

１００分の２５を乗じて得た額を支給する。 

（労働１時間当たりの給与額） 

第１６条 前２条に規定する労働１時間当たりの給与額は、本給（この規程及び機構の他

の規程の規定により本給を減ぜられているときでも、本来受けるべき本給とする。）及

び諸手当（労基法第３７条第４項の規定により割増賃金の基礎となる賃金に算入しない

手当を除く。）の月額の合計額に１２を乗じ、その額を１年間の所定労働時間で除して

得た額とする。 

２ 前項に規定する１年間の起算日は、４月１日とする。 

（端数計算） 

第１７条 第１４条の規定により算定した超過勤務手当の額又は第１５条の規定により

算定した深夜労働手当の額に、５０銭未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５

０銭以上１円未満の端数を生じたときはこれを１円に切り上げたものを単価として取
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り扱うものとする。 

（在勤手当） 

第１７条の２ 在勤手当は、本邦外に置かれる事業所に勤務する職員に、在外公館の名称

及び位置並びに在外公館に勤務する外務公務員の給与に関する法律（昭和２７年法律第

９３号）の適用を受ける外務公務員の給与を考慮して、細則に定めるところにより支給

する。 

（裁量労働調整額） 

第１７条の３ 裁量労働調整額は、裁量労働制の適用者に支給する。この場合において、

裁量労働調整額として支給された額に相当する額の超過勤務手当が支給されたものとみ

なす。 

２ 裁量労働調整額の月額は、労働１時間当たりの給与額に１００分の１２５を乗じて得

た額の１４．５倍に相当する額とする。 

３ 裁量労働制の適用者が、労働時間規程第１１条の３又はパーマネント職員等労働時間

規程第１１条の３の規定による裁量労働制の適用の一時中断が行われることとなるとき

は、裁量労働制の適用を受けている期間の日数から労働時間規程第１３条又はパーマネ

ント職員等労働時間規程第１４条に規定する所定休日の日数を差し引いた日数を基礎と

して日割によって計算する。 

４ 裁量労働制の適用者が、休暇、欠勤その他の事由により、月の初日から末日までの期

間の全日数にわたって勤務しないこととなるときは、その月の裁量労働調整額は支給し

ない。 

（業績手当） 

第１７条の４ 業績手当は、優れた成果の創出や優秀な成績で勤務した職員に支給するこ

とができる。 

２ 業績手当の支給に必要な事項は、別に定める。 

（報奨金） 

第１７条の５ 報奨金は、国立研究開発法人情報通信研究機構表彰規程第３条第２項に規

定する最優秀賞である成績優秀表彰を受けた職員に支給することができる。 

２ 報奨金の支給額については、細則の定めるところにより、理事会において審議し、理

事長が決定する。 

３ その他、報奨金の支給に必要な事項は、細則に定めるところによる。 

（一時金） 

第１８条 理事長が特に必要と認める場合は、細則に定めるところにより一時金を支給す

ることができる。 

（特定の職員についての適用除外） 

第１８条の２ 第１４条の規定は、労働時間規程第１９条第１項又はパーマネント職員等

労働時間規程第２０条第１項に規定する管理監督職員には適用しない。 

２ 第８条から第１０条までの規定は、有期一般職本給表の適用を受ける職員であって、

その号給が８号給以上であるもの及び第１条第１項第４号に規定する嘱託には適用しな

い。 
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第４章 給与の減額及び不支給 

（給与の減額） 

第１９条 職員が労働しないときは、次の各号に定める期間を除き、その労働しない１時

間につき、労働１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 

一 有期雇用職員就業規則第２５条ただし書及び無期雇用職員就業規則第２４条ただし

書の規定による組合活動が許可された期間 

二 労働時間規程第１９条第２項又はパーマネント職員等労働時間規程第２０条第２項

の規定により労働しない期間 

三 労働時間規程第２２条又はパーマネント職員等労働時間規程第１３条若しくは第２

３条の規定により職務専念義務が免除された期間 

四 労働時間規程第２３条又はパーマネント職員等労働時間規程第２４条の規定による

年次有給休暇を使用した期間 

五 労働時間規程第２７条第１項第１号から第８号まで、第１２号、第１３号、第１７

号及び第１８号の規定又はパーマネント職員等労働時間規程第２８条第１項第１号か

ら第２０号及び第２２号の規定による特別休暇が承認された期間。ただし、労働時間

規程第２７条第１項第３号若しくは同項第１７号又はパーマネント職員等労働時間規

程第２８条第１項第１０号若しくは同項第２１号に掲げる休暇については次の期間に

限る。 

（１） 労働時間規程第２７条第１項第３号又はパーマネント職員等労働時間規程第２

８条第１項第１０号に係る暦日２日までの承認された期間 

（２） 労働時間規程第２７条第１項第１７号又はパーマネント職員等労働時間規程第

２８条第１項第２１号に係る１日単位で承認された期間 

六 パーマネント職員等労働時間規程第２９条の規定による病気休暇が承認された期間 

２ 前項に規定する労働１時間当たりの給与額の算定については、第１６条及び第１７条

の規定を適用する。 

３ 第１項の規定は、次条から第２２条までの規定により給与を支給しない場合には、適

用しない。 

（給与の半減） 

第１９条の２ 第１条第１項第２号に該当する無期雇用職員のうち、１週間の所定労働時

間が３７時間３０分の者（以下「無期フルタイム職員」という。）にあっては、前条の

規定にかかわらず、職員が負傷若しくは疾病に係る療養のための病気休暇又は国立研究

開発法人情報通信研究機構安全衛生管理規程（０４規程第１１号）第３２条の規定に基

づく疾病に係る就業禁止の措置により、当該病気休暇又は就業禁止の措置の開始の日か

ら起算して９０日（結核性疾患の場合にあっては、１年）を超えて引き続き労働しない

ときは、その期間経過後の当該病気休暇又は就業禁止の措置に係る日につき、本給の半

額を減ずるものとする。 

（無期雇用職員の休職者の給与） 

第１９条の３ 職員が無期雇用職員就業規則第４０条第１項各号に掲げる事由に該当して

休職にされたときは、その休職の期間中、給与を支給しない。 

２ 無期フルタイム職員については、前項の規定にかかわらず、国立研究開発法人情報通
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信研究機構パーマネント職員給与規程（０５規程第６９号。以下「パーマネント給与規

程」という。）第３１条第１項から第６項の規定を準用する。この場合において、パー

マネント給与規程第３１条中「就業規則第４２条第１項第１号」とあるのは「無期雇用

職員就業規則第４０条第１項第１号」と、同条第２項、第３項及び第５項中「本給、扶

養手当、地域手当、研究員調整手当、住居手当及び期末手当」とあるのは「本給、扶養

手当及び住居手当」と、同条第４項中「就業規則第４２条第１項第２号」とあるのは「

無期雇用職員就業規則第４０条第１項第２号」と、「本給、扶養手当、地域手当、研究

員調整手当及び住居手当」とあるのは「本給、扶養手当及び住居手当」と、同条第５項

中「就業規則第４２条第１項第３号から第５号」とあるのは「無期雇用職員就業規則第

４０条第１項第３号から第５号」と、同条第６項中「就業規則第４２条第１項」とある

のは「無期雇用職員就業規則第４０条第１項」と読み替えるものとする。 

（出勤停止の場合の給与） 

第２０条 職員が、有期雇用職員就業規則第４３条第４号及び無期雇用職員就業規則第５

５条第４号に掲げる出勤停止となった場合は、その期間中給与を支給しない。 

（育児休業及び介護休業期間中の給与） 

第２１条 国立研究開発法人情報通信研究機構有期雇用職員等育児休業及び介護休業規程

（０５規程第８１号）の規定により育児休業又は介護休業をしている職員には、当該育

児休業又は当該介護休業の期間中、給与を支給しない。 

（労災休暇期間中の給与） 

第２２条 労働時間規程第２７条第１項第１７号又はパーマネント職員等労働時間規程第

２８条第１項第２１号の規定による特別休暇（以下「労災休暇」という。）が承認され

た職員には、当該休暇のうち第１９条第１項第５号（２）に係る期間中、給与を支給し

ない。 

（日割りによる給与の支給） 

第２３条 第２０条の出勤停止、第２１条の育児休業若しくは介護休業又は前条の労災休

暇の期間を含む月に係る給与の支給については、第４条第６項の規定を準用する。 

 

第５章 雑則 

（苦情の申立て） 

第２４条 この規程に基づく給与の決定に関して苦情のある職員は、国立研究開発法人情

報通信研究機構苦情処理規程（０４規程第１００号）第３条に規定する苦情処理機関に

申し立てることができる。 

（委任） 

第２５条 この規程に定めるもののほか、職員の給与に関し必要な事項は別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

（権利義務の承継） 

第２条 この規程の施行日の前日において機構の非常勤職員であった者が引き続き施行日

においてこの規程の適用を受けることとなった場合において、当該職員の当該施行日の
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前日における権利、義務、処分、期間通算その他これに類するものについては、この規

程の規定に反するものを除き、承継する。 

（給与規程の特例） 

第２条の２ 平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの間（以下「特例期間」

という。）における本給は、附則別表第１から附則別表第４までの本給表によるものと

し、第５条１項各号を次の各号に掲げるとおりとして同条を適用する。 

一 有期研究員本給表（附則別表第１） 有期研究員 

二 有期技術員本給表（附則別表第２） 有期技術員 

三 有期補助員本給表（附則別表第３） 有期補助員 

四 嘱託本給表（附則別表第４） 嘱託 

２ 特例期間においては、職責手当の支給に当たっては、職責手当の額から当該職員の職

責手当の月額に１００分の１０（職責手当の月額が別表第５に規定する職責区分Ⅶ種の

額である場合にあっては当該職員に適用される次の表の左欄に掲げる本給表及び同表の

中欄に掲げる号給の区分に応じそれぞれ同表の右欄に定める割合）を乗じて得た額に相

当する額を減ずる。 

本給表 号給 割合 

有期研究員本給表 ５号給以下 １００分の４．７７ 

 ６号給から１２号給まで １００分の７．７７ 

 １３号給以上 １００分の１０ 

有期技術員本給表 ３号給以下 １００分の４．７７ 

 ４号給から７号給まで １００分の７．７７ 

 ８号給以上 １００分の１０ 

３ 特例期間においては、第１４条及び第１５条に規定する勤務１時間当たりの給与額は、

第１６条の規定にかかわらず、同条の規定により勤務１時間当たりの給与額の算出の基

礎とする本給及び諸手当のうち職責手当の月額を、前２項の規定により算出した本給及

び職責手当の月額として、同条の規定により算出した額とする。 

４ 特例期間においては、附則第３条の規定の適用を受ける職員に対する附則第４条の規

定の適用については、「同条の規定」とあるのは、「附則第２条の２第３項の規定」と

する。 

（５５歳以上の職員に対する特例措置） 

第３条 平成３０年３月３１日までの間、職員（その本給が有期研究員本給表１３号給以

上である者、有期研究技術員本給表１３号給以上である者及び有期一般職本給表８号給

以上である者に限る。以下「特定職員」という。）に対する本給の支給に当たっては、

当該特定職員が５５歳に達した日後における最初の４月１日（特定職員以外の者が５５

歳に達した日後における最初の４月１日後に特定職員となった場合にあっては、特定職

員となった日）以後、本給月額から、当該特定職員の本給月額に１００分の１．５を乗

じて得た額を減ずる。 

第４条 前条の規定により給与が減ぜられて支給される職員についての第１４条及び第１

５条に規定する労働１時間当たりの給与額は、第１６条の規定にかかわらず、同条の規
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定により算出した給与額から、本給月額に１２を乗じ、その額を１年間の所定労働時間

で除して得た額に１００分の１．５を乗じて得た額に相当する額を減じた額とする。 

附 則（平成１９年３月２０日） 

この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年４月１日） 

この規程は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年５月１９日） 

この規程は、平成２１年６月１日から施行する。 

附 則（平成２２年２月１６日） 

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年３月１６日） 

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年１月２５日） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

（平成２２年４月１日前に５５歳に達した職員に関する読替え） 

第２条 平成２２年４月１日前に５５歳に達した職員に対する改正後の附則第３条の規定

の適用については、同条中「当該特定職員が５５歳に達した日後における最初の４月１

日」とあるのは「平成２２年改正規程（１０規程第１５号）施行の日」と、「５５歳に

達した日後における最初の４月１日後」とあるのは「同日後」とする。 

附 則（平成２３年３月２９日） 

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年１０月１８日） 

この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年９月２５日） 

この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年１１月２０日） 

この規程は、平成２４年１２月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月２０日） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 この規程の施行日前に締結された労働契約に基づき雇用される職員に適用される

本給表は、改正後の別表第１、別表第２及び別表第４の規定にかかわらず、なお従前の

例による。 

附 則（平成２６年９月２日） 

この規程は、平成２６年９月１６日から施行する。 

附 則（平成２６年１１月２７日） 

この規程は、平成２６年１２月１日から施行し、同年４月１日から適用する。 

附 則（平成２７年３月６日） 
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この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年１２月８日） 

この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年２月２３日） 

この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月２９日） 

この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年１２月６日） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

（扶養手当の経過措置） 

第２条 第８条の規定（この規程による改正後のものをいう。）の適用について、平成２

９年４月１日から平成３０年３月３１日までの間は、第３項の規定は適用せず、同項中

「扶養親族たる配偶者、父母等については１人につき６，５００円」とあるのは、「扶

養親族たる配偶者については１０，０００円、父母等については１人につき６，５００

円」と、「前項第２号に該当する扶養親族（以下「扶養親族たる子」という。）につい

ては１人につき１０，０００円」とあるのは、「前項第２号に該当する扶養親族（以下

「扶養親族たる子」という。）については１人につき８，０００円」とする。 

附 則（平成２９年１月１７日） 

この規程は、平成２９年１月１７日から施行する。 

附 則（平成２９年３月２８日） 

この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月３１日） 

この規程は、平成２９年３月３１日から施行する。 

附 則（平成２９年１２月２６日） 

この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年１２月２５日） 

この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 

      附 則（令和元年１２月２７日） 

  この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

      附 則（令和２年３月３１日） 

 （施行期日） 

第１条 この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

 （住居手当の経過措置） 

第２条 この規程による改正後の第１０条の規定の施行の日（以下この条において「施行

日」という。）の前日においてこの規程による改正前の第１０条の規定により支給され

ていた住居手当の月額が２，０００円を超える職員であって、施行日以後においても引

き続き当該住居手当に係る住宅（貸間を含む。）を借り受け、家賃（使用料を含む。以

下この条において同じ。）を支払っているもののうち、次の各号のいずれかに該当する

もの（細則で定める職員を除く。）に対しては、施行日から令和３年３月３１日までの
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間、この規程による改正後の第１０条の規定にかかわらず、当該住居手当の月額に相当

する額（当該住居手当に係る家賃の月額に変更があった場合には、当該相当する額を超

えない範囲内で細則で定める額。第２号において「旧手当額」という。）から２，００

０円を控除した額の住居手当を支給する。 

 一 この規程による改正後の第１０条第１項に定める住居手当の支給対象に該当しない

こととなる職員 

 二 旧手当額からこの規程による改正後の第１０条第２項の規定により算出される住居

手当の月額に相当する額を減じた額が２，０００円を超えることとなる職員 

      附 則（令和３年２月２４日） 

  この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月３０日） 

  この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月１６日） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、令和４年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 テレワーク職員のうち施行日の前日において、通勤手当（１か月の支給単位期間

に係るものを除く。）を支給される職員（施行日に主たる業務について異動が生じた第

１条第１項第２号に規定する職員については、新たにテレワーク規程第３条第1項の許

可を受け、異動した月の末日までの期間のいずれかの日をテレワーク開始日とされた職

員に限る。）については、施行日に情報通信研究機構通勤手当支給細則（０５細則第７

号）第２０条第１項第５号の事由が発生した職員とみなし、同条及び同細則第２１条を

適用する。 

附 則（令和４年５月２６日） 

  この規程は、令和４年６月１日から施行する。 

附 則（令和４年１２月１３日） 

  この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年１２月２０日） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

（６０歳に達した職員等の本給月額） 

第２条 当分の間、第１条第２号に規定する職員の本給月額は、当該職員が６０歳に達し

た日後における最初の４月１日（６０歳に達した日後における最初の４月１日以後に無

期雇用職員就業規則第３６条に基づき、第１条第２号に規定する職員として採用された

場合は当該職員として採用された日）（以下この条において「特定日」という。）以後、

特定日の前日において第５条の規定により当該職員の受けていた本給表の号給に応じた

額（６０歳に達した日後において無期雇用職員就業規則第３６条第２号の規定により採

用された職員については、当該職員が６０歳に達した日後における最初の３月３１日に

第１条第２号に規定する職員として採用されたと仮定した場合に受ける本給表の号給に

応じた額、また第５条ただし書に規定する職員については、同条ただし書により算出し
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た額）に１００分の７０を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数を生じたときは

これを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれを１００円に切り

上げるものとする。）（以下「特定日以降本給月額」という。）とする。ただし、特定

日以降本給月額が当該職員の適用される本給表の最低の号給の本給月額に満たない場合

はその最低の号給の本給月額（第５条ただし書に規定する職員については、当該本給月

額に３７．５を除して得た額に、当該職員の１週間当たりの所定労働時間数を乗じて得

た額）を特定日以降本給月額とみなす。 

第３条 前条の規定は、次に掲げる職員には適用しない。 

 一 無期雇用職員就業規則第３９条の３の規定により、同規則第３９条の２第１項に規

定する異動期間（同規則第３９条の３の規定により延長された期間を含む。）を延長さ

れた同規則第３９条の２第１項に規定する管理監督職を占める職員 

（通知） 

第４条 附則第２条又は第３条の規定の適用により本給月額が異動することとなった職員

に対しては、文書によりその旨を通知するものとする。ただし、文書の交付によらない

ことを適当と認める場合には、適当な方法をもって文書の交付に代えることができる。 

附 則（令和６年１月１６日） 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年２月１３日） 

この規程は、令和６年２月１３日から施行する。 
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別表第１　有期研究員本給表（第５条関係）

号　給

1 ４１９,０００ 円

2 ４５２,０００ 円

3 ４８４,０００ 円

4 ５００,０００ 円

5 ５１６,０００ 円

6 ５６０,０００ 円

7 ５８９,０００ 円

8 ６１１,０００ 円

9 ６３８,０００ 円

10 ６６９,０００ 円

11 ６９７,０００ 円

12 ７２０,０００ 円

13 ７８０,０００ 円

14 ８６３,０００ 円

別表第２　有期研究技術員本給表（第５条関係）

号　給

1 ４１９,０００ 円

2 ４５２,０００ 円

3 ４８４,０００ 円

4 ５００,０００ 円

5 ５１６,０００ 円

6 ５６０,０００ 円

7 ５８９,０００ 円

8 ６１１,０００ 円

9 ６３８,０００ 円

10 ６６９,０００ 円

11 ６９７,０００ 円

12 ７２０,０００ 円

13 ７８０,０００ 円

14 ８６３,０００ 円

本給月額

本給月額
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別表第３　有期一般職本給表（第５条関係）

号　給

1 ２７５,０００ 円

2 ３０９,０００ 円

3 ３６０,０００ 円

4 ４０７,０００ 円

5 ４４１,０００ 円

6 ４９０,０００ 円

7 ５３８,０００ 円

8 ５８７,０００ 円

9 ６６０,０００ 円

10 ７３７,０００ 円

11 ８３３,０００ 円

12 ９５１,０００ 円

13 １,１１０,０００ 円

14 １,２９７,０００ 円

別表第４　嘱託本給表（第５条関係）

号　給

1 ２６０,０００ 円

2 ２９７,０００ 円

3 ３５２,０００ 円

4 ３７９,０００ 円

5 ４００,０００ 円

6 ４３５,０００ 円

本給月額

本給月額
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別表第５ 職責手当（第７条関係） 

 

注 理事長の指定を受けた者に限る。 

　職　名

職責区分

 
特
級
研
究
員

　
執
行
役
／
推
進
本
部
長
／
ユ
ニ
ッ

ト
長
／
部
長

　
主
席
研
究
員
／
主
席
研
究
技
術
員
／
主
席
エ
キ
ス
パ
ー

ト

　
ユ
ニ
ッ

ト
長
／
研
究
所
長
／
部
門
長

　
オ
フ
ィ

ス
長
／
企
画
戦
略
室
長

　
研
究
セ
ン
タ
ー

長
／
ネ
ク
サ
ス
長
／
研
究
開
発
推
進
セ
ン
タ
ー

長

　
副
ユ
ニ
ッ

ト
長
／
副
部
長
／
副
研
究
所
長
／
副
部
門
長

　
主
管
研
究
員
／
主
管
研
究
技
術
員
／
主
管
エ
キ
ス
パ
ー

ト

　
研
究
統
括
／
統
括
／
総
合
企
画
室
長

　
副
研
究
開
発
推
進
セ
ン
タ
ー

長
／
副
オ
フ
ィ

ス
長

　
副
研
究
セ
ン
タ
ー

長
／
副
ネ
ク
サ
ス
長

　
上
席
研
究
員
／
上
席
研
究
技
術
員
／
上
席
エ
キ
ス
パ
ー

ト

　
連
携
セ
ン
タ
ー

長
／
ナ
レ
ッ

ジ
ハ
ブ
長

　
室
長
／
ラ
ボ
長
／
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ

ブ
長

　
総
括
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
マ
ネ
ー

ジ
ャ
ー

　
副
ナ
レ
ッ

ジ
ハ
ブ
長
／
技
術
セ
ン
タ
ー

長
／
シ
ニ
ア
マ
ネ
ー

ジ
ャ
ー

　
副
室
長
／
副
ラ
ボ
長
／
副
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ

ブ
長

　
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
マ
ネ
ー

ジ
ャ
ー

　
総
括
研
究
マ
ネ
ー

ジ
ャ
ー

／
グ
ル
ー

プ
リ
ー

ダ
ー
（

注
）

　
研
究
マ
ネ
ー

ジ
ャ
ー

／
マ
ネ
ー

ジ
ャ
ー

／
グ
ル
ー

プ
リ
ー

ダ
ー

　
総
括
研
究
員
／
総
括
研
究
技
術
員

300,000円
＜０－１種＞

○

250,000円
＜０－２種＞

○

200,000円
＜Ⅰ種＞

○

150,000円
＜Ⅱ種＞

○

130,000円
＜Ⅲ種＞

○

120,000円
＜Ⅳ種＞

○

100,000円
＜Ⅴ種＞

○

90,000円
＜Ⅵ種＞

○

50,000円
＜Ⅶ種＞

○

30,000円
＜Ⅷ種＞

○
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別表第６ 自動車等の使用に係る通勤手当（第１１条関係） 

１週間当たりの所定労働日数 

使用距離 
５日 ４日 

使用距離が片道５キロメートル未満である職員 ２，０００円 １，６００円 

使用距離が片道５キロメートル以上１０キロメートル未満である職員 ４，２００円 ３，３６０円 

使用距離が片道１０キロメートル以上１５キロメートル未満である職

員 
７，１００円 ５，６８０円 

使用距離が片道１５キロメートル以上２０キロメートル未満である職

員 
１０，０００円 ８，０００円 

使用距離が片道２０キロメートル以上２５キロメートル未満である職

員 
１２，９００円 １０，３２０円 

使用距離が片道２５キロメートル以上３０キロメートル未満である職

員 
１５，８００円 １２，６４０円 

使用距離が片道３０キロメートル以上３５キロメートル未満である職

員 
１８，７００円 １４，９６０円 

使用距離が片道３５キロメートル以上４０キロメートル未満である職

員 
２１，６００円 １７，２８０円 

使用距離が片道４０キロメートル以上４５キロメートル未満である職

員 
２４，４００円 １９，５２０円 

使用距離が片道４５キロメートル以上５０キロメートル未満である職

員 
２６，２００円 ２０，９６０円 

使用距離が片道５０キロメートル以上５５キロメートル未満である職

員 
２８，０００円 ２２，４００円 
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使用距離が片道５５キロメートル以上６０キロメートル未満である職

員 
２９，８００円 ２３，８４０円 

使用距離が片道６０キロメートル以上である職員 ３１，６００円 ２５，２８０円 
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附則別表第１ 有期研究員本給表（附則第２条の２関係） 

号 給 本給月額 

１ ３３７，０００円 

２ ３７３，０００円 

３ ４１１，０００円 

４ ４３３，０００円 

５ ４５４，０００円 

６ ４７９，０００円 

７ ５０８，０００円 

８ ５３０，０００円 

９ ５５３，０００円 

１０ ５８２，０００円 

１１ ６０７，０００円 

１２ ６２８，０００円 

１３ ６６９，０００円 

１４ ７４３，０００円 
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附則別表第２ 有期技術員本給表（附則第２条の２関係） 

号 給 本給月額 

１ ２７１，０００円 

２ ３１１，０００円 

３ ３４３，０００円 

４ ３８０，０００円 

５ ３９６，０００円 

６ ４３７，０００円 

７ ４５５，０００円 

８ ５０７，０００円 

９ ５３１，０００円 

１０ ５５５，０００円 

１１ ５９１，０００円 

１２ ６２８，０００円 

１３ ６８５，０００円 

１４ ７４３，０００円 

 

附則別表第３ 有期補助員本給表（附則第２条の２関係） 

号 給 本給月額 

１ ２０４，０００円 

２ ２２７，０００円 

３ ２５１，０００円 

４ ２６０，０００円 

 

附則別表第４ 嘱託本給表（附則第２条の２関係） 

号 給 本給月額 

１ ２２６，９００円 

２ ２６０，６００円 

 


